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◆ ◆ ◆ ◆は　じ　め　に

 “農業は割に合わない仕事だ”という人がいます。私は、横浜市緑区の農家の長男とし

て生まれ、額に汗を流しながら一生懸命農業に取り組んでいる両親の背中を見ながら育

ってきました。冬の寒い日には霜が降りないかと心配をしながら暗闇の中、畠を見回っ

たり除夜の鐘を聞きながら菜っぱを束ねたりと家族総出でその日の糧を得るのが生業で

した。しかし、一生懸命に農業をしたからと言って報われるとは限りません。丹誠込め

て作ったほうれん草が信じられないような安値ということも少なからずありました。働

いた正当な対価をしっかりと貰えるのが仕事であるという思いは、どの人にもあると思

います。農家はその蚊帳の外にいるような、そんな無力感に捕らわれるのはいつものこ

とでした。

　そんな過酷な状況の下でも、都市部の農家は農業を営み、家を守ってきたのです。し

かし、バブルの時期に“地価の高い都市部で農業をやるのは良くない”という偏見報道

がされた時期がありました。これは、住宅政策の失敗を農家のせいにする魔女狩りで、

代々都市部で農業に従事してきた我々への侮辱でしかありませんでした。

　長引く不況のあおりを都市農家も受けています。都市農家は農業所得のマイナスを補

い、固定資産税の支払い、相続税の支払いのためにアパート、マンションを建てました。

ところが、入居がなかなか決まらないにもかかわらず、毎月の借入金返済は続いていま

す。挙げ句の果てにその返済を埋めるために大事な畑を売ってしまうケースも見受けら

れます。そのようなことを避けるためにも、事前に対策を行っていく事の重要性がます

ます強まってきております。

　平成 31 年度（令和元年度）の税制改正では、消費税の増税に伴い景気の底冷えを防ぐ

車体課税等の見直し、外国人旅行者向け消費税免税制度の見直し、中小企業の発展のた

めの設備投資支援、研究開発税制の見直し等、確実な日本の経済成長を目指す税制改正

が行われました。

　主要な改正ポイントを本書冒頭にてまとめています。平成 31 年度（令和元年度）税制

改正の理解と、対応策検討の為の資料としてご活用下さい。

　今回も弁護士の太田壽郎先生と不動産鑑定士の芳賀則人先生に執筆をお願いし、より

内容の充実したものを作ることができました。本書により正確な税知識を得て、都市農

家・地主の経営改善・節税・事業承継に活用して頂ければ幸いです。

ランドマーク税理士法人 代表税理士 清 田 幸 弘  
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私は農業経営を行っています。私の農業所得についてどのように計
算し、申告すればよいのでしょうか。

２.  農業所得の申告方法

原則として農業経営にかかる総収入金額から、そのために要した必要経費
を差引く収支計算によって行います。

　農業所得も他の事業所得と同様に、原
則として総収入金額から必要経費を差引
いて計算します。また、農業所得には
他の所得にはない「収穫基準」（注）が適用さ
れます。なお、総収入金額や必要経費に
ついて、記帳や記録の保存が必要です。

　申告の方法には、白色申告と青色申告
があります。所得の規模が大きければ、
有利な特典が付与されている青色申告で
行った方がよいでしょう。

解　　説

　また、記録の保存については、売上に関し
て受取った精算書・計算書・仕切書等や、必
要経費についての領収書・請求書・納品書な
どを、スクラップブックなどを利用して日付
順に整理しておくとよいでしょう。

収支計算
　総収入金額−必要経費＝所得金額
・総収入金額…その年において収入す
　　　　　　　べき金額
・必要経費…売上原価その他総収入金

額を得るために直接要し
た費用

　　　　　　販売費、一般管理費その
他その年に農業に関して
生じた費用

（注）収穫基準

　農作物を収穫した場合には、その収穫した年にお

ける農作物の価格をその収穫の日の属する年分の収

入金額に計上しなければなりません。ですから、農

作物を販売していなくても収穫した時点で売上を計

上することになります。

●A

●Q

第Ⅰ章 所得税 ⑴ 課税の仕組み

税
制
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私は今アパートの建築をしており、まもなく完成の予定です。年間
の所得は５００万円を見込んでおります。この場合、青色申告をする

と有利だと聞きましたが、どんな利点があるのでしょうか。

３.  青色申告の特典

青色申告にすると家族従業員に対し労務の対価として給与を支払うこと
ができることなど、数多くの特典があります。

　青色申告をすることによって、種々の

特典を受けることができます。したがっ

て白色申告よりも有利になるといえます。

青色申告による特典で主なものをあげる

と次のとおりです。

解　　説

（１）青色事業専従者の給与が必要経費として認
められます。
　青色申告者と生計を一にしている１５歳
以上の親族で、もっぱらその青色申告者の
経営する事業に従事している人に対する給
与は、それが届出書に記載された金額の範
囲内で妥当だと思われる金額である限り、
必要経費となります。

（２）青色申告特別控除が受けられます。
①不動産所得、事業所得又は山林所得の金
額は、これら所得の金額から最大１０万
円の青色申告特別控除を控除した金額
とされます。

②不動産所得又は事業所得を生ずべき事業
を営む者で、取引を複式簿記により記帳
し、貸借対照表を損益計算書とともに申
告書に添付して期限内申告をした場合
に限り、これら所得の金額は、最大
６５万円（注）の青色申告特別控除を控
除した金額とされます。（注：改正によ

り、令和２年分より最大５５万円となりま
す。ただし、電子申告（e-Tax）を実施
するか、帳簿を電磁的記録の備え付け及
び保存を行っているかのいずれかの場合
には、従来通りの６５万円の控除額となり
ます。）

（３）減価償却費計算の特例があります。
　　　特定の減価償却資産に対し、特別償却を

行うことができます。

（４）引当金等の必要経費算入が認められます。
　事業所得の金額の計算上、貸倒引当金等
のうち、繰入限度額に達するまでの金額が
必要経費に算入されます。

（５）純損失が出た場合には３年間繰越して控除
または、前年に繰戻して所得税の還付を受
けることができます。

（６）更正の制限
　　　帳簿の調査に基づかない推計課税によっ

て更正を受けることはありません。また、
更正を受ける場合には、更正通知書にその
理由が付記されます。

※不動産貸付けについて事業的規模（P.64）
がなければ、（１）（２）②の適用は受けられ
ません。（不動産貸付け以外の事業を営んで
いる場合を除く）

●Q

●A
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私のところでは、農業と不動産の貸付けを少々行っています。また、
趣味で農村風景など自然の写真を撮っていて、時々雑誌社から原稿

料のようなものをもらっています。知人のすすめもあり今度から青色申告
をしようと思っているのですが、すべて青色申告で申告できるのでしょう
か。教えてください。

所得には１０種類ありますが、青色申告が行えるのは不動産所得・事業所
得・山林所得がある人に限られます。この事例の場合には、不動産所

得・農業（事業）所得ともに青色申告になりますが、趣味の範囲での不定期な原
稿料等は雑所得となるため青色申告の対象とはなりません。

４.  青色申告のできる所得

　青色申告をすることができるのは、不

動産所得・事業所得・山林所得がある人

です。また、これらの事業が同一人にお

いて行われている場合には、すべての事

業について青色申告をすることになりま

す。したがって、この事例の場合には不

動産貸付業についてだけ青色申告をして、

農業については青色申告をしないという

ことは認められません。

解　　説
（１）不動産所得
　　　不動産、不動産に伴う権利および船
舶（総トン数２０トン以上）または航空
機の貸付けにより生じる所得。

　　　その他、土地・建物の一部を広告に
利用させた場合に受取る使用料や空き
地を月極駐車場などにして受取る使用
料なども含まれます。

（２）事業所得
　　　農業、漁業、建設・製造・卸売・小売・
金融・保険・不動産・運輸通信・その
他のサービス（旅館、クリーニング、
遊技場等）業など。

（３）山林所得
　　　５年超保有している山林の伐採また
は譲渡によって生じる所得。

※その他の所得の種類についてはP.１４を参照して
ください。

●Q

●A
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私の家は先祖代々の農家で、自宅の敷地は他の住宅に比べて広く、
相続の際に心配です。どのように評価されるのでしょうか。

103.  地積規模の大きな宅地の評価

広い土地をお持ちの場合、「地積規模の大きな宅地の評価」という評価方法を
用いることができる可能性があります。適用が可能な場合、比較的評価額が低

くなる傾向があります。

　地積規模の大きな宅地とは、次のいずれかに該当する宅地を除き､三大都市圏においては
500㎡以上の宅地、三大都市圏以外の地域においては1,000㎡以上の宅地をいいます｡
①市街化調整区域に所在する宅地
②都市計画法の用途地域が工業専用地域に指定されている地域に所在する宅地
③指定容積率が400％（東京都の特別区においては300％）以上の地域に所在する宅地
④大規模工場用地。

⑴「地積規模の大きな宅地の評価」の対象となる宅地
　「地積規模の大きな宅地の評価」の対象となる宅地は、路線価地域に所在するものについて
は、地積規模の大きな宅地のうち、普通商業・併⽤住宅地区及び普通住宅地区に所在するも
のとなります。また、倍率地域に所在するものについては、地積規模の大きな宅地に該当す
る宅地であれば対象となります。

⑵地積規模の大きな宅地の評価方法
①　路線価地域に所在する場合

②　倍率地域に所在する場合
本来の倍率方式により評価した価額と、その宅地が標準的な間⼝距離及び奥⾏距離を有する
宅地であるとした場合の1㎡ 当たりの価額を路線価であるとみなし、かつその宅地が普通住
宅地区に所在するものとして上記算式により算定した価額との、いずれか低い価額により評
価します。

●A

●Q

解　　説

評価額＝路線価×奥行き価格補正率×
不整形地補正率等
の各種画地補正率

×規模格差補正率×地積（㎡）

第Ⅲ章 相続税・贈与税 ⑵ 財産評価
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〈特例の対象となる農地等〉下図のとおりです。

納税猶予の対象となる農地

農地・採草放牧地・準農地

特定市街化区域農地

都市営農農地（※1）

生産緑地法により買い取りの
申し出がされた農地等（※2）

納税猶予の対象とならない農地

農業を営んでいた父が亡くなったため、相続税の申告をすることに
なりました。そこで、農地については長男である私が相続すること

になりました。納税猶予の特例を受けることができると聞きましたが、その
概要について教えてください。

122.  農地の納税猶予の特例

納税猶予の特例とは、農業を営んでいた被相続人から、農業の用に供されていた農地等を
相続等により取得した農業相続人が、その農地等において引続き農業を営む場合には、一
定の要件の下に相続税額の納税を猶予するというものです。

　この特例は、農業経営を継続するための猶予制度ですから、農業相続人が死亡した場合など、一
定の事由に該当しない限り納税は免除されません。
　譲渡や農地以外への転用、または農業経営の廃止等、農業を営まなくなった場合には、利子税とともに
相続税を納付しなければなりませんので、農業を続けていく心構えが大切です。

解　　説 相続税評価額から農業投資価格を差引いた金額に基づいて納税猶予の金額が算出されます。

（注）
『全部確定』
・特例農地等の合計面積が２０％
　超の譲渡、転用等（収用交換
　等による譲渡は除く）※
・農業経営の廃止（やむを得ない事
　情の農地の貸付けは除く）など

『一部確定』
・特例農地等の合計面積が２０％
　以下の譲渡、転用
・特例農地等の収用交換による譲渡
・農業経営基盤強化促進法に基づ
　く譲渡など

・農業相続人の死亡
・贈与税納税猶予の特例の適用を
　受ける生前一括贈与
・市街化区域内の対象農地につい
　ては、２０年間農業経営を継続
 （特例農地等に都市営農農地等
　がない場合）

※1　生産緑地及び田園住居地区内にある農地
※2　申出基準日までに特定生産緑地の指定がされなかったもの、指定期限

日までに特定生産緑地の指定の期限の延長がされなかったもの及び特
定生産緑地の指定の解除がされたものを含む。

農業投資価
格による相
続税評価額

納付 猶予

免除

一部確定

全部確定

相続税評価額（通常）

相続税額

〈相続税の納税猶予の特例〉

●A

●Q

第Ⅲ章 相続税・贈与税 ⑷ 対策等
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